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朝倉市医療的ケア児等在宅レスパイト事業助成金交付要綱
　（趣旨）

第１条　この要綱は、在宅の医療的ケア児等の看護や介護を行う家族の負担軽減を図ることを目的として、朝倉市医療的ケア児等在宅レスパイト事業助成金（以下「助成金」という。）を予算の範囲内において交付することに関し、朝倉市補助金等交付規則（平成１８年朝倉市規則第４４号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
　（定義）
第２条　この要綱において、医療的ケアとは、人工呼吸器管理、痰吸引や経管栄養その他の日常生活に不可欠な支援をいう。
２　この要綱において、医療的ケア児等とは、次の要件の全てに該当する者とする。
　（１）　朝倉市内に住所を有する者
　（２）　在宅で、同居する者による看護及び介護を受けて生活している者
　（３）　医師の訪問看護指示書（保険医療機関及び保険医療養担当規則（昭和３２年厚生省令第１５号）第１９条の４第１項に規定する訪問看護指示書をいう。）による医療的ケアを必要としている者
　（４）　訪問看護（健康保険法（大正１１年法律第７０号。以下「法」という。）第８８条第１項に規定する訪問看護をいう。）により医療的ケアを受けている者
３　この要綱において、家族とは、医療的ケア児等と同居する者で、現に当該医療的ケア児等の看護及び介護を行っていると市長が認めた者をいう。
（助成対象者）

第３条　助成金の交付を受けることができる者（以下「助成対象者」という。）は、朝倉市内に住所を有する家族とする。
２　助成対象者は、医療的ケア児等１人につき、１人とする。
（助成対象事業）

第４条　助成金の交付対象となる事業（以下「助成対象事業」という。）は、指定訪問看護ステーション（法第８８条第１項に規定する指定訪問看護事業者の指定に係る訪問看護等の事業を行う事業所をいう。）が在宅の医療的ケア児等に対して行う訪問看護（法の適用対象となる訪問看護を除く。）とする。

（助成対象経費及び助成金額）
第５条　助成金の交付対象となる経費（以下「助成対象経費」という。）は、助成対象事業に要する経費とし、助成金額は、別表のとおりとする。

（利用の申請及び決定）

第６条　助成対象事業を利用しようとする助成対象者（以下「申請者」という。）は、利用しようとする指定訪問看護ステーション（以下「利用訪問看護ステーション」という。）を経由して、医療的ケア児等在宅レスパイト事業利用申請書（様式第１号。以下「利用申請書」という。）を市長に提出しなければならない。
２　市長は、利用申請書の提出があったときは、その内容を審査の上、利用の可否を決定し、利用訪問看護ステーションを経由して、医療的ケア児等在宅レスパイト事業利用決定（却下）通知書（様式第２号。以下「利用決定通知書」という。）により申請者に通知するものとする。
（助成金の交付申請）
第７条　利用決定通知書を受けた申請者（以下「利用決定者」という。）は、助成対象事業を利用した月毎に、第５条の規定により算出した額の助成金の交付申請（以下「交付申請」という。）をすることができる。
２　交付申請を行う利用決定者（以下「交付申請者」という。）は、医療的ケア児等在宅レスパイト事業助成金交付申請書（様式第３号。以下「交付申請書」という。）に関係書類を添えて、市長に提出しなければならない。
（助成金の交付決定）
第８条　市長は、交付申請書の提出があったときは、その内容を審査の上、助成金の交付を決定したときは、医療的ケア児等在宅レスパイト事業助成金交付決定通知書（様式第４号。以下「交付決定通知書」という。）により、交付申請者に通知するものとする。
（助成金の請求及び受領等）

第９条　交付決定通知書を受けた交付申請者（以下「交付決定者」という。）は、助成金を請求しようとするときは、医療的ケア児等在宅レスパイト事業助成金交付請求書兼委任状（様式第５号）を市長に提出しなければならない。この場合において、交付決定者は、利用訪問看護ステーションに助成金の受領に関する権限を委任するものとする。
２　市長は、前項に規定する請求があったときは、当該利用訪問看護ステーションに対して助成金を支払うものとする。

（決定の取消及び助成金の返還）
第１０条　市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、当該助成金の交付決定を取り消すことができる。
（１）　偽りその他不正の手段により交付決定を受けたとき。
（２）　その他市長が交付決定を取り消すべき理由があると認めるとき。
２　市長は、前項の規定により交付決定を取り消した場合であって、既に当該取り消しに係る部分に対する助成金が交付されているときは、期限を定めて当該助成金の全部又は一部の返還を命ずることができる。
（調査）
第１１条　市長は、助成金の交付について必要があると認めるときは、利用申請書及び交付申請書の内容について、申請者又は利用訪問看護ステーションに対して調査を行うことができる。
（その他）
第１２条　この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

この要綱は、公布の日から施行する。
　　附　則
この要綱は、令和４年４月１日から施行する。

別表（第５条関係）
	助成金額

	　次の算定式により算定した額とする。
助成額＝Ａ×７,５００円（１時間当たりの単価）
備考　この算式に掲げる記号の意義は、次のとおりとする。
Ａ　指定訪問看護ステーションが、在宅の医療的ケア児等を対象に、家族に代わって看護を行う１日当たりの時間から健康保険法の適用対象となる訪問看護の時間を控除した時間。ただし、その時間に３０分以上６０分未満の端数がある場合は、これを０．５時間と換算するものとし、３０分未満の端数がある場合は、これを切り捨てるものとする。また、医療的ケア児等１人につき、１年度当たり４８時間を上限とする。
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